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１ はじめに 

 ○ 国連環境計画（UNEP）では、平成 13 年（2001 年）から地球規模の水銀汚染防

止に係る活動を進めてきたが、平成 21 年（2009 年）の UNEP 管理理事会において、

政府間交渉委員会（INC）を設置して、平成 25 年（2013 年）までに水銀によるリ

スク低減のための法的拘束力のある文書（条約）を制定することで合意した。 

 

○ その後、5 回にわたる INC での議論を踏まえ、平成 25 年（2013 年）10 月、熊本

市及び水俣市において「水銀に関する水俣条約外交会議」が開催された。外交会議

では、最終議定書が全会一致で採択され、日本を含む 92 の国と地域が署名した。平

成 27 年（2015 年）2 月○○日現在、○○○の国と地域が署名し、○ヶ国が締結し

ている。 

このように、世界では水銀による健康及び環境に及ぼすリスクを低減するため、

水銀のライフサイクル全般にわたる包括的な規制に向けて取組が始まっている。 

  

○ 熊本県においては、蒲島郁夫知事が、外交会議の開会記念式典において、水俣病

のような悲劇を二度と繰り返してはならないとの決意から、水銀に頼らない社会の

実現を目指す「水銀フリー熊本宣言」を行った。この宣言を受け、熊本県は、水銀

フリー社会の実現に向けて率先して行動することとしている。 

 

○ この率先行動の一つとして、熊本県は、水銀含有製品の使用削減、代替製品への

転換促進に関する方策や、水銀含有廃棄物の回収、処理のあり方等について検討す

るため、専門家、関係事業者、行政関係者で構成する「水銀の使用削減及び水銀廃

棄物の回収・処理に関する検討会」を設置し、検討を進めてきたところである。 

 

○ 本書は、これまでに 4 回開催された検討会での議論をもとに、水銀フリー社会の

実現に向けて、国、熊本県、市町村等※、事業者、県民といった主体ごとに取り組む

べき事項について整理した提言である。 

   ※「市町村等」とは、市町村、一部事務組合、広域連合をいう。 

 

検討会では、以下のとおり検討を行った。 

＜第 1 回検討会［平成 26 年（2014 年）6 月 4 日］＞ 

  ・水銀現況調査、今後の検討の進め方について 

＜第 2 回検討会［平成 26 年（2014 年）8 月 27 日）］＞ 

  ・「水銀フリー社会」の実現に向けた課題及び検討の方向性等について 

＜第 3 回検討会［平成 26 年（2014 年）10 月 21 日］＞ 

 ・水銀現況調査の中間報告、中間とりまとめ案、熊本県の率先取組の方向性案に

ついて 

＜第 4 回検討会［平成 27 年（2015 年）2 月 13 日］＞ 

  ・水銀現況調査結果、検討会提言案について  
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２ 水俣条約を踏まえて行うべき対応 

（１）水銀含有製品の製造等について 

○ 水銀含有製品（条約第 4条・第 6条関係） 

水銀含有製品の一部は、平成 32 年（2020 年）までに製造、輸出、輸入が原則

禁止される。 

【必要な対応】 

代替製品、水銀使用量が少ない製品の開発、及びそれらの製品への転換を促進

する必要がある。 

 

（２）水銀含有廃棄物の分別・収集・運搬について 

○ 水銀含有廃棄物（条約第 11条関係） 

    水銀含有廃棄物は、今後、水俣条約の締約国会議が定める条件に従って環境上

適正に管理する必要がある。 

   【必要な対応】 

水銀を含む体温計、血圧計、蛍光ランプ、電池類等を廃棄する場合には、環境

上適正に収集、保管、中間処理及び最終処分を行う必要がある。 

 

（３）水銀含有廃棄物の保管・中間処理・最終処分について 

○ 金属水銀の貿易（条約第 3条関係） 

    金属水銀の輸出は、原則として禁止される（例外は、条約上認められた用途、

環境上適正な保管であり、かつ輸入国の書面による事前同意がある場合のみ）。 

【必要な対応】 

金属水銀としての輸出が原則として禁止されるため、廃棄物処理や金属精錬の

過程で抽出される水銀の処理が課題となり、不法投棄の防止、適正な金属水銀の

保管、中間処理及び最終処分の方法を検討する必要がある。 

 

○ 水銀含有廃棄物（条約第 11条関係）＜再掲＞ 

    水銀含有廃棄物は今後、水俣条約の締約国会議が定める条件に従って環境上適

正に管理する必要がある。 

   【必要な対応】 

水銀を含む体温計、血圧計、蛍光ランプ、電池類等を廃棄する場合には、環境

上適正に収集、保管、中間処理及び最終処分を行う必要がある。 

 

（４）その他 

○ 大気への排出（条約第 8条関係） 

    条約では、石炭火力発電所、産業用石炭燃焼ボイラー、非鉄金属精錬施設、廃

棄物焼却施設、セメント生産施設を対象に、大気への排出を規制し、実行可能な

場合には削減することが求められている。 

   【必要な対応】 

大気への排出量を削減する対策を行う必要がある。  
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３ 水銀現況調査 

（１）調査目的 

熊本県内に存在する水銀量及びその状態を把握し、併せて熊本県内への水銀の流

入及び県外への流出等の各段階の現状を把握することで、水銀フリー社会の構築に

向けた検討のための資料とする。 

 

（２）調査方法 

   調査対象は、熊本県内の事業所及び家庭とした。事業所の調査は、総務省統計局

が有する経済センサス調査を基本とする産業分類ごとに 10％（19分類 7,690件）の

事業者を抽出し、水銀含有製品ごとの購入量、保有量、廃棄量等についてアンケー

ト調査を実施した。調査の信頼性を増すため、300 人以上の従業員がいる事業所や

水銀を取り扱っている可能性が高い大学等（7 分類 386 件）は、県内の全事業所を

対象にアンケート調査を実施した。一方、家庭の調査は、県下を 11地域に分け県及

び市町村職員約 2,700 人の家庭を対象に水銀含有製品の保有量についてのアンケー

ト調査を実施した。 

さらに、第 3 回検討会において精査が必要との指摘があった液柱型水銀気圧計及

び朱肉については、追加調査を実施した。液柱型水銀気圧計については、所有する

と回答した全ての事業者に対する実地又はヒアリング調査を実施した。朱肉につい

ては、熊本県環境生活部の職員のうち、所有していると回答した者に対してヒアリ

ング調査を実施し、併せて朱肉に含まれる水銀量の分析（8検体）を実施した。 

アンケート調査の結果及び補足の実地又はヒアリング調査の結果、並びに既存の

調査・統計資料を活用し、①熊本県内への水銀流入量、②熊本県内における水銀存

在量及び廃棄量、③環境中への水銀の飛散・流出量を推計した。   

なお、存在量については、平成 26年度調査時点の値とし、流入量、廃棄量、飛散・

流出量については、平成 25年度の 1年間の合計値とした。 

各水銀含有製品 1個に含まれる水銀量（以下、「原単位」という。）については、「水

銀に関するマテリアルフロー（2010 年度ベース）の検討結果」（環境省、平成 25 年

3月 21日）等の資料に基づき設定した。 

 

表１ 水銀含有製品ごとの原単位及び出典資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原単位 資料名

0.0069g

0.047g

0.003g

0.0051g

水銀血圧計 50g

水銀圧力計 40g

水銀温度計 2g

水銀湿度計 2g 既存データなしのため、類似の製品を参考に設定したもの

水銀体温計 1.2g 「水銀に関するマテリアルフロー（2010年度ベース）の検討結果」（環境省、平成25年3月21日）

水銀気圧計 1500g

ガスボックス 0.001g

3.58g 8検体の分析結果

0.125g 日本薬局方に基づき算定

「水銀に関するマテリアルフロー（2010年度ベース）の検討結果」（環境省、成25年3月21日）

製造メーカーヒアリング

「平成22年度環境対応技術開発等（水銀含有製品需給マテリアルフロー等に関する調査）報告
書」（経済産業省、平成23年2月）

水銀含有製品

HIDランプ

朱肉

マーキュロクロム

蛍光ランプ

ボタン電池

液晶ディスプレイ

計測器
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（３）調査結果                     

① 熊本県内への水銀流入量[約 0.23 ﾄﾝ/年]  （※[  ]内は水銀量。以下同じ。） 

熊本県内への水銀の流入は、水銀を含む石炭やＬＰＧ、石灰石といった原燃料と

して流入する場合と、水銀含有製品として流入する場合の 2通りがある。 

石炭やＬＰＧ、石灰石の原燃料に由来する水銀量は約 0.18 ﾄﾝ/年と推計される。原

油やナフサを使用する事業所はない。 

水銀含有製品の入荷、製造、購入に伴う水銀量は約 0.045 ﾄﾝ/年と推計される。製

品ごとでは、計測器が約 0.033 ﾄﾝ/年と最も多く入荷等されており、その内訳は、水

銀体温計が約 0.023 ﾄﾝ/年、水銀血圧計が約 0.0064 ﾄﾝ/年、その他の水銀温度計等が

約 0.0032 ﾄﾝ/年である。次いで、ランプ類が約 0.0084 ﾄﾝ/年であり、そのうち、蛍

光ランプが約 0.0083 ﾄﾝ/年である。また、医薬品製造の原料として約 0.0011 ﾄﾝ/年

が入荷されている。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

② 熊本県内における水銀存在量[約 3.4 ﾄﾝ]及び廃棄量[約 0.038 ﾄﾝ/年] 

（ア）家庭・・・水銀存在量[約 2.1 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.0059 ﾄﾝ/年] 

○ 家庭における水銀存在量 

1 世帯当たりの水銀存在量は約 3.0g であり、全世帯（約 71 万世帯）における水  

銀存在量は約 2.1 ﾄﾝである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 家庭における水銀含有製品の数量及び水銀存在量 

 

表３ 水銀含有製品ごとの入荷、製造、購

入に伴う水銀量 

表２ 原燃料に由来する水銀量 

原燃料 水銀量

石炭 0.18ﾄﾝ/年

ＬＰＧ 0.000024ﾄﾝ/年

石灰石 0.0000038ﾄﾝ/年

計 0.18ﾄﾝ/年

水銀含有製品 水銀量

ボタン電池 0.0018ﾄﾝ/年

ランプ類 0.0084ﾄﾝ/年

計測器 0.033ﾄﾝ/年

試薬 0.00048ﾄﾝ/年

計 0.044ﾄﾝ/年

製造 医薬品原料 0.0011ﾄﾝ/年

入荷
購入

22 本 0.15 g 15,568,968 本 0.11 ﾄﾝ

8.6 個 0.044 g 6,030,381 個 0.031 ﾄﾝ

テレビ 1.2 台 0.0036 g 842,245 台 0.0026 ﾄﾝ

パソコン 0.76 台 0.0023 g 535,979 台 0.0016 ﾄﾝ

体温計 0.25 本 0.30 g 177,432 本 0.21 ﾄﾝ

温度計 0.14 本 0.27 g 96,480 本 0.19 ﾄﾝ

血圧計 0.034 台 1.7 g 24,261 台 1.2 ﾄﾝ

0.14 個 0.49 g 95,549 個 0.35 ﾄﾝ

0.080 本 0.010 g 56,629 本 0.0071 ﾄﾝ

3.0 g 2.1 ﾄﾝ

水銀存在量
水銀含有製品

全世帯（約71万世帯）

数量 水銀存在量

合　　計 - -

液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ

計測器

朱肉

ﾏｰｷｭﾛｸﾛﾑ

1世帯当たり

蛍光ランプ

ボタン電池

数量
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図１ 総水銀存在量に占める製品ごと 

の割合 

○ 水銀含有製品ごとの水銀存在量 

水銀含有製品ごとでは、計測器が 77％、次いで朱肉が 16％であり、この２つで一 

般家庭における総水銀量の 93％を占めている。計測器の内訳は、75％が水銀血圧計、

13％が水銀体温計、12％が水銀温度計である。なお、水銀体温計及び水銀温度計は

約 4 世帯に 1 個、水銀血圧計は約 29 世

帯に 1個存在している。 

 

注）朱肉に含まれる水銀量については、

メーカー値や既存文献が不足してい

たため、ランダムに抽出した 8 種の

朱肉の水銀量を分析した。その結果、

1 個当たりに含まれる水銀の濃度が

大きく異なることが判明した。そこ

で、今回はこの 8 種の朱肉に含まれ

る水銀量の平均値である 3.58g/個

を原単位として使用した。また、朱

肉を有する者のうち 94％は、ある程

度使い切るまでは廃棄しないと回答 

している。 

 

○ 水銀含有製品ごとの廃棄方法及び廃棄量 

   市町村等ごと、水銀含有製品ごとに、その廃棄方法は異なっている。家庭からの

廃棄量は 0.0059 ﾄﾝ/年である。ボタン電池の廃棄量については、ボタン電池が他の

電池類と分別して収集されていないため推計は困難である。また、朱肉やマーキュ

ロクロムを分別収集し処理している市町村等はない。 

 

表５ 水銀含有製品ごとの廃棄方法及び廃棄量 

水銀含有製品 処理方法 水銀量 

蛍光ランプ ・全市町村が水銀を回収する事業者に処理委託 0.0038 ﾄﾝ/年 

ボタン電池 
・21 市町村が溶融処理事業者に処理委託 
・5 市町村が水銀を回収する事業者に処理委託 
・19 市町村が電気店等に設置されている回収ボックスを案内 

不明 

水銀体温計

（温度計） 

・5 市町村が溶融処理事業者に処理委託 
・6 市町村が水銀を回収する事業者に処理委託 
・3 市町村が埋立処分している。 
・25 市町村が収集された量が少ない等の理由により処理施設に
保管している。 
・6 市町村が収集していない。 

0.00021 ﾄﾝ/年 

水銀血圧計 

・35 市町村が有害ごみやガラス類等として排出されたものを選
別し、水銀を回収する事業者に処理委託している。 
・7 市町村が収集しないごみとしている。 
・3 市町村が埋立処分している。 

0.0019 ﾄﾝ/年 

※熊本県＝45市町村 
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（イ）事業所・・・水銀存在量[約 1.3 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.032 ﾄﾝ/年] 

○ 業種分類ごとの水銀存在量 

水銀存在量は、「医療、福祉」が

36％、次いで「教育、学習支援業」

が 24％、「宿泊業、飲食サービス

業」が 15％、「卸売業、小売業」

が 9％の順である。 

「医療、福祉」には水銀血圧計

や水銀体温計が多く、「教育、学

習支援業」は液柱型水銀気圧計や

水銀血圧計が多く存在している。

「宿泊業、飲食サービス業」や「卸

売業、小売業」については、1 事

業所当たりの水銀量は少ないも

のの、事業所数が多いため総水銀

量は多くなっている。 

また、１事業所当たりの水銀存

在量は「電気、ガス、熱供給、水道業」が最も多く、次いで「教育、学習支援業」、

「医療、福祉」、「公務（行政機関）」の順である。「電気、ガス、熱供給、水道業」

は 1 個当たりの水銀量が多い液柱型水銀気圧計が存在していたこと及び他の業種と

比較し事業所数が少ないことから、1 事業所当たりの水銀存在量が突出して大きく

なっている。次の「教育・学習支援」も同様に大学や各学校における液柱型水銀気

圧計の存在が大きい。「医療、福祉」及び「公務（行政機関）」については水銀血圧

計や水銀体温計が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３ 19 分類別・製品別１事業所当たりの水銀存在量 

図２ 総水銀存在量に占める 19 分類の割合 
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○ 水銀含有製品ごとの水銀存在量及び廃棄方法、廃棄量 

水銀存在量は、水銀血圧計等の「計測

器」が全体の 86％を占める。次いで蛍光

ランプ及び朱肉がそれぞれ 4％を占める。 

計測器の内訳は水銀血圧計が約 6 割、

液柱型水銀気圧計が約 1割、その他の計

測器※が約 3割である。 
   

※その他の計測器には、水銀を使用し  

ている温度計、湿度計、圧力計、体  

温計等が含まれる。 
 

水銀含有製品の廃棄方法は、水銀を回

収する事業者への処理委託が約 0.0067 ﾄ

ﾝ/年、埋立処分する事業者への処理委託

が約 0.0011 ﾄﾝ/年、その他コンクリート 

等で固化して埋立処分する事業者等への 

処理委託が約 0.017 ﾄﾝ/年である。その他、焼却や溶融、破砕処理のみといった廃棄

方法がある。また、水銀含有製品ごとの廃棄量は、水銀血圧計が最も多く約 0.017 ﾄ

ﾝ/年である。 

 

＜蛍光ランプ＞・・・水銀存在量[約 0.057 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.0073 ﾄﾝ/年] 

   水銀存在量は、業種間での大きな特徴は見られない。その廃棄方法は、水銀を回

収する事業者に処理委託している事業所（市町村等の処理施設への排出や小売店等

への引き渡しを含む。）が 77％であり、その他は水銀を回収しないまま最終処分場

に直接埋立処分する事業者への処理委託等である。廃棄量は、「卸売業、小売業」が

最も多く約 36万本/年（0.0025 ﾄﾝ/年）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５ 蛍光ランプ由来の水銀存在量に占める 

19 分類の割合 

図６ 蛍光ランプの廃棄方法の内訳 

図４ 総水銀存在量に占める 

製品ごとの割合 
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＜ＨＩＤランプ＞・・・水銀存在量[約 0.014 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.0016 ﾄﾝ/年] 

   水銀存在量は、「卸売業、小売業」が 30％を占め、次いで「公務（行政機関）」が

19％の順である。その廃棄方法は、水銀を回収する事業者に処理委託している事業

所（市町村等の処理施設への排出を含む。）が 73％であり、その他は、水銀を回収

しないまま最終処分場に直接埋立処分する事業者への処理委託等である。廃棄量は

「卸売業、小売業」が最も多く、約 1万 4千本/年（0.00066 ﾄﾝ/年）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ＜液晶ディスプレイ＞・・・水銀存在量[約 0.0015 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.000062 ﾄﾝ/年] 

    水銀存在量は、業種間における大きな特徴は見られない。その廃棄方法は、水銀

を回収する事業者に処理委託している事業所（市町村等の処理施設への排出を含む。）

が 40％であり、その他の 43％は、家電リサイクル法に基づく排出や小売店への引き

渡し等である。廃棄量は、「卸売業、小売業」が最も多く、約 9 千台/年（0.000027

ﾄﾝ/年）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図９ 液晶ディスプレイ由来の水銀存在量に 

占める 19 分類の割合 

図８ HID ランプの廃棄方法の内訳 

 

図 10 液晶ディスプレイの廃棄方法の内訳 

図７ HID ランプ由来の水銀存在量に 

占める 19 分類の割合 
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 ＜計測器＞・・・水銀存在量[約 1.1 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.021 ﾄﾝ/年] 

   全事業所の水銀存在量の 78％を占めており、具体的な製品ごとの内訳は、水銀血

圧計が約 6 割、液柱型水銀気圧計が約 1 割、水銀体温計や水銀温度計等のその他の

計測器が約 3割である。 

また、事業所別では、「医療、福祉」が 40％を占め、次いで、「教育、学習支援業」

が 24％の順である。特に、水銀血圧計は「医療、福祉」に多く、液柱型水銀気圧計

は、主に「教育、学習支援業」に存在している。 

   廃棄方法は、水銀を回収する事業者に処理委託する事業所（市町村等の処理施設

への排出を含む。）が 58％であり、水銀をコンクリート等で固化して埋立処分する

事業者への処理委託が 11％、水銀を回収しないまま最終処分場に直接埋立処分する

事業者への処理委託が 5％、その他の処理委託が 26％である。廃棄量は、「医療、福

祉」が最も多く、中でも水銀血圧計が 339 台/年（0.017 ﾄﾝ/年）である。また、廃

棄される全ての計測器のうち水銀血圧計が約 8割を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜試 薬＞・・・水銀存在量[約 0.041 ﾄﾝ]、   

廃棄量[約 0.00036 ﾄﾝ/年] 

   水銀存在量は、大学が 86％を占めてお

り、次いで「公務（行政機関）」が 10％

である。試薬に含まれる水銀のうち、約

8 割が金属水銀として存在している。ま

た、水銀を含む廃液等の処理方法は、水

銀を回収する事業者や水銀をコンクリー

ト等で固化して埋立処分する事業者への

処理委託が主である。 

 

図 11 計測器由来の水銀存在量に占める 

19 分類の割合 

図 13 試薬由来の水銀存在量に占める 

分類別の割合 

図 12 計測器の廃棄方法の内訳 
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 ＜朱 肉※＞・・・水銀存在量[約 0.052 ﾄﾝ]、廃棄量不明 

   水銀存在量は、「卸売業、小売業」が

26％を占め、次いで「サービス業」が

14％の順である。 

   朱肉の廃棄量については、調査回答

では 0 であるが、アンケート調査にお

いて、朱肉の廃棄量を直接記載してい

ただく内容としていなかったため、不

明とする。 

 

  ※朱肉中の水銀量の推計方法は p5注  

を参照。 

 

 

 

 

 

＜マーキュロクロム＞・・・水銀存在量[約 0.00052 ﾄﾝ]、廃棄量不明 

   水銀存在量は、「卸売業、小売業」  

が 24％を占め、次いで「建設業」が 15％、  

「宿泊業、飲食サービス業」が 13％の  

順である。 

   マーキュロクロムの廃棄量につい

ては、調査回答では 0であるが、アン

ケート調査において、マーキュロクロ

ムの廃棄量を直接記載していただく

内容としていなかったため、不明とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜ボタン電池＞・・・水銀存在量不明、廃棄量[約 0.0011 ﾄﾝ/年] 

   アンケート調査実施前に行った一部事業所へのヒアリング調査により、ボタン電

池として販売されているもののほか、ボタン電池が組み込まれた製品も多く、実態

把握が難しいことから、ボタン電池の存在量は回答困難であると判断した。そのた

め、ボタン電池については、廃棄量等の調査のみを行った。 

図 14 朱肉由来の水銀存在量に占める 

19 分類の割合 

図 15 マーキュロクロム由来の水銀存在量に 

占める 19 分類の割合 



11 
 

廃棄方法は、市町村等の処理施設

への排出が 59％を占めており、水

銀を回収する事業者への処理委託

が 9％、最終処分場に直接埋立処分

する事業者への処理委託が 6％、破

砕のみを行う事業者への処理委託

が 4％である。廃棄量は「卸売業、

小売業」が最も多く約 35万個/年で

ある。これは小売店等における回収

ボックスによるボタン電池の回収

量も含まれている。 

 

 

＜水銀スイッチ・リレー＞・・・水銀存在量不明、廃棄量不明 

   水銀スイッチやリレーは、古い工業用機器や医療用機器、電化製品に使用されて

いる可能性が高いが、どの製品に使用されているかの情報もないことから、調査に

よりその存在量及び廃棄量を把握することは困難であると判断した。 

   ただし、熊本県内の廃家電処理事業者 2社への調査の結果、平成 25年度の廃棄量

は約 20個（水銀量約 16g）であり、年々減少傾向にある。 

 

＜歯科用水銀アマルガム＞・・・水銀存在量[約 0.0073 ﾄﾝ]、廃棄量[約 0.0005 ﾄﾝ/年] 

   歯科診療所で使用されている水銀アマルガムについては、「平成 23 年度熊本県水

銀含有製品使用実態等調査」（熊本県）から水銀存在量約 0.0073 ﾄﾝ及び廃棄量約

0.0005 ﾄﾝ/年とした。 

 

③ 環境中への水銀の飛散・流出量 

（ア）大気への飛散 

水銀の大気への飛散については、石炭を燃料として使用している事業者へのヒア

リング調査及び「水銀大気排出インベントリー（平成 22 年度ベース）」（環境省、

平成 25年 3月 21日報道発表資料）や「2013年度都道府県別石油製品販売総括《確

報》」(石油連盟)等の既存の調査・統計資料から推計した。その結果、大気への水

銀の飛散は、全体で約 0.13 ﾄﾝ/年と推計され、そのうち水銀を含有する原燃料を工

業利用することによる大気への水銀の飛散が約 0.048 ﾄﾝ/年、ガソリンや軽油の使

用に由来する大気への水銀の飛散が約 0.00074 ﾄﾝ/年、火葬による大気への水銀の

飛散が約 0.0011 ﾄﾝ/年、廃棄物焼却施設からの大気への水銀の飛散が最大約 0.085

ﾄﾝ/年である。火葬による水銀の飛散は、主に歯の治療に使用した水銀アマルガム

由来のものである。 

その他、廃棄物の中間処理に伴う水銀の飛散が確認されているものの、その量の

推計は困難である。 

 

図 16 ボタン電池の廃棄方法の内訳 
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（イ）公共用水域及び土壌への流出 

公共用水域や土壌への流出については、「平成 24年度汚泥発生量及び処理・処分

量調査」（熊本県）や「平成 24年度ＰＲＴＲデータの概要～化学物質の排出量・移

動量の集計結果～」（環境省、2014年 3月 6日報道発表資料）等の既存の調査・統

計資料から推計した。その結果、下水道終末処理及び最終処分場の排水等に由来す

る公共用水域及び土壌への水銀の流出は、約 0.0082 ﾄﾝ/年と推計される。 

その他、水銀含有製品の破損事故等による公共用水域及び土壌への水銀の流出が

考えられるが、その量の推計は困難である。 

 

④ 調査結果のまとめ 

（ア）流入量[約 0.23 ﾄﾝ/年] 

水銀は、原燃料に含まれる形で流入する場合と、水銀含有製品として流入する場

合の 2ルートがあり、その合計量は約 0.23 ﾄﾝ/年である。 

（イ）存在量[約 3.4 ﾄﾝ] 

存在量は、家庭が約 2.1 ﾄﾝ、事業所が約 1.3 ﾄﾝである。製品ごとでは、水銀血圧

計が最も多くの割合を占め、次いで、朱肉、水銀体温計の順である。全体に占める

計測器の割合は家庭が 77％、事業所が 86％であり、朱肉の割合は家庭が 16％、事

業所が 4％である。 

（ウ）廃棄方法及び廃棄量[約 0.038 ﾄﾝ/年] 

家庭から廃棄される蛍光ランプは、全市町村等で水銀を回収する事業者に処理委

託されているが、水銀血圧計や水銀体温計は一部の市町村等では水銀を回収しない

まま最終処分場に直接埋め立てられている。また、朱肉やマーキュロクロムは、全

市町村等で分別されていない状況である。家庭からの廃棄量は 0.0059 ﾄﾝ/年であり、

蛍光ランプに含まれる水銀量が最も多い。ただし、朱肉及びマーキュロクロムの廃

棄量は、市町村等で分別回収されていないため把握ができていない。 

事業所からの廃棄量は 0.032 ﾄﾝ/年であり、水銀を回収する事業者への処理委託

が約 0.0067 ﾄﾝ/年、最終処分場への直接埋立等、水銀を回収しない方法での処理委

託が約 0.018 ﾄﾝ/年である。その他、焼却や溶融、破砕処理のみといった廃棄方法

がある。また、事業所からの水銀含有製品ごとの廃棄量は、水銀血圧計が最も多い。 

（エ）環境中への飛散・流出量 

水銀の大気への飛散は約 0.13 ﾄﾝ/年であり、公共用水域及び土壌への流出は約

0.0082 ﾄﾝ/年と推計される。 

（オ）マテリアルフロー 

調査結果をもとに作成した、熊本県における水銀マテリアルフローは次のとおり

である。 
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図 17 熊本県における水銀のマテリアルフロー（平成 26年度ベース） 

 

 

（４）水銀現況調査結果から見える水銀フリー社会に向けた課題 

○ 水銀血圧計や水銀体温計としての熊本県内への流入量が多いこと。 

○ どの製品に水銀が含まれているのか、県民や事業者に十分に理解されていないこ 

と。 

水銀現況調査中に、水銀体温計について、封入されている液体が赤い製品も水 

銀が含まれているのかといった問合せや、水銀の調査でなぜ蛍光ランプの調査をす

るのかといった問合せが多く見られた。また、朱肉に含まれる水銀については、ほ

ぼ認知されておらず、朱肉を所有していると回答した者のうち約 7割が、銀朱を使

用していない朱肉（いわゆるスポンジタイプの朱肉）と混同していたことが、追加

調査により判明した。 

○ 熊本県内の水銀存在量の約 80％を占める計測器は、破損すると金属水銀が流出し

環境を汚染するリスクがあるが、一部の事業所では、水銀血圧計等の処理費が高額

であるなどの理由から、使用せずに保有しているものの廃棄せず、保管を継続して

いる状況にあること。 

○ 水銀血圧計や水銀体温計の分別・収集を行っていない市町村等や、水銀を回収し

ないまま溶融又は最終処分場への埋立処分を行っている市町村等が存在すること。 

○ 市町村等では、朱肉やマーキュロクロムを分別・収集し、水銀を回収する処理体

制が整っていないこと。 

不明 不明

0.048トン 0.056～0.085トン

火葬

0.044トン

不明

0.0011トン 不明

分別回収されない

廃棄品

（0.17～0.19トン）

不明

0.0087～0.045トン

0.017トン

石炭灰など 0.00031トン 飛灰・焼却灰 0.11～0.13トン

大気への飛散量

  0.13トン

水銀含有製品
県外出荷

水銀含有製品
県外生産 0.0011トン

水銀精製・
販売

0.00074トン

輸入原燃料に
含まれる水銀量

原燃料の工業利用
水銀含有製品

県内生産

0.13～0.14

下水道
終末処理

県内
原料生産

0.017トン

0.18トン

0.013トン

市中保有
3.4トン

公共用水域・土壌への流出量

  0.0082トン

廃棄物中間処理
（焼却以外、

水銀回収あり）

0.013トン

0.0011トン

最終処分
（埋立）量

廃棄物焼却

廃棄物中間処理
（焼却以外、

水銀回収なし）

0.0000038トン

運輸
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○ 事業所の水銀含有廃棄物の処理について、その一部は水銀を回収する事業者へ処

理委託されているが、それ以外は、水銀を回収しないまま溶融又は埋立処分を行う

事業者等に処理委託されていること。 

○ 水銀含有廃棄物の収集・運搬について、蛍光ランプ等が破損しないための運搬方 

法は工夫されつつあるものの、依然として運搬過程で破損が見られること。 

  水銀現況調査中に実施した市町村等や廃棄物処理事業者へのヒアリングにより

運搬過程で破損する場合があることが判明した。 

 ○ 水銀含有廃棄物の中間処理について、水銀を回収している事業者ごとに、水銀含

有廃棄物からの水銀回収率には大きな差があること。 

 

【参考文献等】 

・「平成 25 年度水銀等の管理に関する内外の動向、技術的事項及び国内対応策の検討

に係る調査業務報告書」（環境省、平成 26年 3月） 

・「2012年度都道府県別エネルギー消費統計（暫定値）」（経済産業省、平成 26年 9月） 

・「2013年度都道府県別石油製品販売総括《確報》」(石油連盟) 

・「平成 25年砕石等統計年報」（経済産業省） 

・「平成 22 年度環境対応技術開発等（水銀含有製品需給マテリアルフロー等に関する

調査）報告書」（経済産業省、平成 23年 2月） 

・「水銀に関するマテリアルフロー（2010年度ベース）の検討結果」（環境省、平成 25

年 3月 21日報道発表資料） 

・「平成 23年度熊本県水銀含有製品使用実態等調査」（熊本県） 

・「平成 26年度ダイオキシン類排出状況等調査（平成 25年度実績）」（環境省） 

・「平成 25年度一般廃棄物処理事業実態調査（平成 24年度実績）」（環境省） 

・「水銀大気排出インベントリー（平成 22 年度ベース）」（環境省、平成 25 年 3 月 21

日報道発表資料） 

・「平成 24年度汚泥発生量及び処理・処分量調査」（熊本県） 

・「平成 24年度ＰＲＴＲデータの概要～化学物質の排出量・移動量の集計結果～」（経

済産業省、環境省、平成 26年 3月 6日） 

・「熊本県衛生統計年報（第 61号）」（熊本県、平成 25年度発行） 
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４ 「水銀フリー社会」の実現に向けた提言 

（１）水銀含有製品の製造等について 

～代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換促進～ 

   条約第 4 条及び第 6 条により、水銀含有製品の一部は、平成 32 年（2020 年）ま

でに製造、輸出、輸入が原則禁止されることから、代替製品、水銀使用量が少ない

製品の開発、及びそれらの製品への転換を促進する必要がある。 

   しかしながら、今回の水銀現況調査を進めていく中で、現状では、どの製品に水

銀が含まれているのか県民や事業者に十分に理解されていないことが明らかとなっ

た。 

また、水銀が使われていない代替製品や水銀使用量が少ない製品についての情報が

十分でなく、県民や事業者が代替製品等を選択しにくい状況にある。 

 

① 取組の方向性 

○ 製品における水銀フリー化を進めるため、水銀含有製品の製造事業者は、代

替製品の開発、製品中の水銀の使用量削減に引き続き取り組んでいく必要があ

る。 

○ どの製品に水銀が含まれているか、どのように廃棄しなければならないか、

県民や事業者の理解を深めるよう取り組んでいく必要がある。 

 

  ② 各主体が取り組むべき事項 

  （ア）熊本県 

○ 県民や事業者に対して、代替製品、水銀使用量が少ない製品及び製品中の水

銀使用量について広報し、代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換を促進

する。 

 

  （イ）国 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、引き続き、代替製品の販

売促進を働きかけ、代替製品がない場合は、代替製品や水銀使用量が少ない製

品の開発を行うよう働きかける。 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、製品中の水銀の有無及び

その量を明記し、水銀含有製品の廃棄方法について表示を行うよう働きかける。 

 

（ウ）市町村等 

○ 代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換促進に関する、国、熊本県の広

報に協力した取組を行う。 

 

（エ）水銀含有製品製造事業者、輸入事業者及び販売事業者 

○ 代替製品の製造又は販売を促進し、代替製品がない場合は、代替製品や水銀

使用量が少ない製品の開発を引き続き推進する。 
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○ 製品※中の水銀の有無及びその量を明記し、水銀含有製品の廃棄方法について 

表示を行う。 

    ※水銀を含む電池など、水銀含有製品が組み込まれているものを含む 

（オ）県民、水銀含有製品使用事業者 

○ 製品の買い替えの際には、代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換に努

める。 

 

 

（２）水銀含有廃棄物の分別・収集・運搬について 

～水銀含有廃棄物の適正かつ効率的な分別・収集・運搬～ 

条約第 11条により、水銀含有廃棄物は、今後、水俣条約の締約国会議が定める条

件に従い、環境上適正に管理する必要がある。 

しかしながら、現状では、どの製品に水銀が含まれているのか、県民や事業者に

十分に理解されていない。さらに使用済みの蛍光ランプ、電池類等だけでなく、家

庭や病院等に使用されずに保有されている水銀体温計、水銀血圧計等の収集方法も

確立されているとは言えない。特に水銀現況調査結果からは、一部の市町村におい

ては水銀含有廃棄物の適正な分別区分が設定されていないことや、収集・運搬過程

で蛍光ランプ等の水銀含有廃棄物が破損する問題等が明らかとなった。 

 

＜家庭からの排出（一般廃棄物）＞ 

① 取組の方向性 

   ○ どの製品に水銀が含まれているか、どのように廃棄しなければならないか、

県民の理解を深める必要がある。 

   ○ 家庭で使用されずに保有されている水銀含有製品の回収率が向上する方法に

ついて検討する必要がある。 

   ○ 水銀体温計等の水銀含有廃棄物が分別されないまま焼却又は埋立処分され、

環境中に水銀が飛散・流出することがないよう、適正に分別する必要がある。 

   ○ 廃棄量が少ない水銀含有廃棄物を処理施設へ運搬する場合は、処理費用に比

べ運搬費用が高額となるため、効率的に収集・運搬する方法を構築する必要が

ある。 

 

  ② 各主体が取り組むべき事項 

（ア）熊本県 

○ 水銀含有廃棄物が不適正に廃棄、焼却又は埋立処分されることがないよう、

県民への広報、市町村等の担当者や地域の分別推進員等を対象にした研修会の

開催等を行い、水銀含有製品やその廃棄方法を周知する。 

○ 現行の仕組みを踏まえ、安全かつ効率的に水銀含有廃棄物を分別・収集・運

搬する方法を市町村と連携して構築する。 

○ 製造事業者、販売事業者に対して、業界団体等を通じて、水銀含有廃棄物の

自主回収の強化・構築を促す。 
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（イ）国 

○ 水銀含有製品の一覧及び製品ごとの廃棄方法を明示する。 

○ 効率的な収集・運搬事例について情報収集に努め、広く情報発信する。 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、水銀含有廃棄物の自主回

収の強化・構築を求める。 

 

（ウ）市町村等 

○ 水銀含有製品やその廃棄方法について広報する。 

○ 水銀体温計等の回収ボックスの設置など、各地域に合った安全かつ効率的な

分別・収集・運搬方法を整備する。 

○ 水銀体温計等の水銀含有廃棄物が分別されないまま焼却又は埋立処分される

ことがないよう、水銀含有廃棄物の適正な分別区分を設定する。 

○ 収集した水銀含有廃棄物を適正に処理することができる事業者へ委託する。 

 

（エ）水銀含有製品製造事業者、輸入事業者及び販売事業者 

○ 水銀含有廃棄物の自主回収を強化・構築する。 

 

（オ）県民 

○ 水銀含有製品とその廃棄方法を理解し、適正に分別し、定められた方法によ

り廃棄する。 

 

 

＜事業者からの排出（産業廃棄物）＞ 

① 取組の方向性 

○ どの製品に水銀が含まれているか、どのように廃棄しなければならないか、

排出事業者の理解を深める必要がある。 

○ 水銀体温計等の水銀含有廃棄物が分別されないまま焼却又は埋立処分され、

環境中に水銀が飛散・流出することがないよう、適正に分別する必要がある。 

○ 廃棄量が少ない水銀含有廃棄物を処理施設へ運搬する場合は、処理費用に比

べ、運搬費用が高額となるため、水銀含有廃棄物を効率的に収集・運搬する方

法を構築する必要がある。 

 

  ② 各主体が取り組むべき事項 

（ア）熊本県※ 

○ 水銀含有廃棄物が不適正に廃棄、焼却又は埋立処分されることがないよう、

排出事業者、廃棄物処理事業者を対象にした研修会の開催等を行い、水銀含有

製品やその廃棄方法を周知する。 

○ 廃棄物処理等の業界団体と連携し、水銀含有廃棄物を適正かつ効率的に収

集・運搬する方法を構築する。 
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○ 製造事業者、販売事業者に対して、業界団体等を通じて、水銀含有廃棄物の

自主回収の強化・構築を促す。 

 

 

 

 

（イ）国 

○ 水銀含有製品の一覧及び製品ごとの廃棄方法を明示する。 

○ 効率的な収集・運搬事例について情報収集に努め、広く情報発信する。 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、水銀含有廃棄物の自主回

収の強化・構築を求める。 

 

（ウ）水銀含有製品製造事業者、輸入事業者及び販売事業者 

○ 水銀含有廃棄物の自主回収を強化・構築する。 

 

（エ）排出事業者（≒水銀含有製品使用事業者） 

○ 業界団体ごとに、使用されずに保有されている水銀含有製品を集める等、効

率的に収集する方法を構築する。 

○ 水銀含有廃棄物を分別し、適正に収集・運搬及び中間処理することができる

事業者に委託する。 

 

 

（３）水銀含有廃棄物の保管・中間処理・最終処分について 

～適正な保管・中間処理・最終処分～ 

条約第 3 条により、金属水銀としては、日本国内から海外への輸出が原則禁止さ

れるため、廃棄物処理や金属精錬の過程で抽出される水銀の処理が課題となる。 

また、条約第 11条により、水銀含有廃棄物は、今後、水俣条約の締約国会議が定

める条件に従い、環境上適正に管理する必要がある。 

しかしながら、現状では、どの製品について水銀回収を義務付けるか明確に定め

られていない。また、環境中に水銀が飛散・流出しない保管、中間処理及び最終処

分の方法が確立されていない。水銀現況調査からも、水銀含有廃棄物の処理につい

て、水銀を回収し処理する方法以外に、環境に対し負荷をかける焼却や水銀を回収

しないまま最終処分場に直接埋立を行っているケースも見られる。 

 

① 取組の方向性 

○ どの製品について水銀回収しなければならないか、市町村等、排出事業者が

判断に困らないよう、水銀回収を義務付ける廃棄物を明確にする必要がある。 

○ 環境中に水銀が飛散・流出しない適正な保管、中間処理及び埋立処分の基準

を定める必要がある。 

○ 水俣条約が発効するまでの間も、水銀含有廃棄物から回収された水銀が世界

※政令市である熊本市域においては、廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業の許可や処

理業者の監督、指導等は熊本市が行っている。 
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で新たな水銀被害を生むことがないよう、管理していく必要がある。 

 

② 取り組むべき事項 

＜水銀回収すべき廃棄物＞ 

○ 国は、水銀回収を義務付ける廃棄物を明確にする。 

○ 国は、水銀を微量に含む蛍光ランプやボタン電池等についても、水銀回収を

義務付ける。 

○ 熊本県は、水銀回収すべき水銀含有廃棄物を市町村等や事業者に周知し、環

境中に水銀が飛散・流出しない適正な処分を確実に行うよう指導する。 

 

＜適正な保管＞ 

○ 国は、水銀含有廃棄物や回収された水銀が環境上適正に保管されるよう、必

要な基準を定める。 

○ 熊本県は、国が基準を設定するまでの間も、水銀含有廃棄物から水銀が環境

中に飛散・流出しないよう指導等を行う。 

 

＜適正な中間処理＞ 

○ 国は、水銀含有廃棄物の中間処理の過程において、環境中に水銀を飛散・流

出させない処分基準や中間処理施設の構造基準等を明確に定める。 

○ 熊本県は、国が基準を設定するまでの間も、水銀が環境中に飛散・流出しな

いよう中間処理施設の指導等を行う。 

○ 熊本県は、水銀含有廃棄物の選別処理施設等から水銀の回収処理施設までの

経済的で効率的な輸送方法の検討を行う。 

 

  ＜事業者の育成＞ 

○ 国は、水銀を回収処理している事業者の実態を把握し、環境中に水銀が飛散・

流出しない適正な処分を行う事業者を育成するため技術的・財政的な支援を積

極的に行う。 

○ 熊本県は、処理事業者が行う処理技術の開発や施設整備の支援について検討

する。 

 

＜回収された水銀の管理＞ 

○ 熊本県は、熊本市と連携し、水俣条約が発効するまでの間も、回収された水

銀が世界で新たな水銀被害を生むことがないよう、県内で排出される水銀含有

廃棄物から取り出される水銀見込量と同等量の水銀を、責任を持って管理する。 

 

＜適正な最終処分＞ 

○ 国は、水銀の最終処分のあり方について、最終処分場の埋立基準を検討する

とともに、永久保管が可能か検討する。 
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○ 国は、「水銀含有廃棄物を埋立処分する場合は、適正に中間処理した上で埋

立処分すべきこと」及び「他の廃棄物との接触等により環境中に水銀が飛散・

流出しないよう必要な措置を講ずべきこと」を定める。 

○ 熊本県は、水銀含有廃棄物が適正に最終処分されるよう、国と連携して処分

事業者への周知、指導を行い、さらに、国が基準を設定するまでの間も、水銀

を回収しないまま水銀含有廃棄物が直接最終処分場に埋め立てられないよう指

導する。 

 

 

（４）その他 

  ＜体制の整備等＞ 

○ 国は、水銀含有廃棄物の分別、収集、運搬、保管、中間処理及び埋立処分に

ついて、速やかに必要な法整備、基準の策定等を行い、早期に水俣条約を締結

する。 

○ 国は、水銀含有廃棄物の分別、収集、運搬、保管、中間処理及び埋立処分に

ついて、自治体等に対し必要な技術的・財政的な支援を行う。 

 

＜その他＞ 

○ 国は、水銀含有廃棄物の処理に関して、関係者が不安を抱かないよう、検討

の状況を広報するとともに、今後のスケジュールを明確にする。 

○ 国は、廃棄物焼却施設から排出される排ガスについて、水銀の排出基準と測

定方法を定め、県は必要に応じて、水銀排出の有無の調査について検討する。 
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５ 熊本県の率先取組＜『４「水銀フリー社会」の実現に向けた提言』の一部再掲及び具体例＞ 

基本原則①「できることからやる。」 

国は水俣条約締結に向けて、国内法等を整備することとしているが、その内容につ

いては、未確定な部分も多い。しかし、本県においては、法制度が確定される前であ

っても取組が可能な事項から積極的に取り組んでいく。 

 

基本原則②「日本ひいては世界の水銀フリー社会の実現に向けて貢献する。」 

水俣病を経験した本県には、日本ひいては世界の水銀フリー社会の実現に向けて貢

献する責務がある。そのため、モデルとなる事業の実施や必要に応じた構造改革特区

などの取組を通じて、本県で展開した取組が全国に広がるよう挑戦的に取り組むとと

もに、水俣条約締結に向けて積極的に協力する。 

 

（１）水銀含有製品の製造等について 

  ～代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換促進～ 

  ○ 県民や事業者に対して、代替製品、水銀使用量が少ない製品及び製品中の水銀

使用量について広報し、代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換を促進する。 

例）・ 水銀が環境に与える影響や製品中の水銀使用量について広報する。 

・ 家庭や医療、福祉機関で使用されずに保有されている水銀体温計や水銀

血圧計等の水銀を多く含む製品の早期回収キャンペーンを行う。 

 

 

（２）水銀含有廃棄物の分別・収集・運搬について 

  ～水銀含有廃棄物の適正かつ効率的な分別・収集・運搬～ 

＜家庭からの排出（一般廃棄物）＞ 

○ 水銀含有廃棄物が不適正に廃棄、焼却又は埋立処分されることがないよう、県

民への広報、市町村等の担当者や地域の分別推進員等を対象にした研修会の開催

等を行い、水銀含有製品やその廃棄方法を周知する。 

○ 現行の仕組みを踏まえ、安全かつ効率的に水銀含有廃棄物を分別・収集・運搬

する方法を市町村と連携して構築する。 

例）・ 水銀含有製品の適正な分別区分が設定されるよう市町村等に助言する。 

・ 水銀体温計等の収集について、市町村等と連携し、回収ボックスの設置

を促進する。 

○ 製造事業者、販売事業者に対して、業界団体等を通じて、水銀含有廃棄物の自

主回収の強化・構築を促す。 

例）・ ボタン電池を収集するため、電池工業会が小売店等に設置している回収

ボックスについて、設置協力店の増加につながるよう、周知、支援する。 

   

＜事業者からの排出（産業廃棄物）＞ 

○ 水銀含有廃棄物が不適正に廃棄、焼却又は埋立処分されることがないよう、排
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出事業者、廃棄物処理事業者を対象にした研修会の開催等を行い、水銀含有製品

やその廃棄方法を周知する。 

  例）・ 数は少ないが１個当たりの水銀量が多い液柱型水銀気圧計を保有する教

育機関への注意喚起を行う。 

○ 廃棄物処理等の業界団体と連携し、水銀含有廃棄物を適正かつ効率的に収集・

運搬する方法を構築する。 

例）・ 分別・収集・運搬の基準について、国が設置している中央環境審議会等

の検討状況を見極めつつ、指導要綱等について検討する。 

・ 蛍光ランプや水銀体温計等の水銀含有廃棄物を安全かつ効率的に運搬す

るため、収集・運搬事業者等の意見を聞きながら、これらが破損しにくい

運搬方法について検討する。 

・  廃棄物処理等の業界団体と連携し、蛍光ランプ等の効率的な収集体制を

構築する。 

・ 水銀存在量の多い医療、福祉機関の団体等に対し、水銀血圧計や水銀体

温計等の効率的な収集を促す。 

○ 製造事業者、販売事業者に対して、業界団体等を通じて、水銀含有廃棄物の自

主回収の強化・構築を促す。 

 

 

（３）水銀含有廃棄物の保管・中間処理・最終処分について 

～適正な保管・中間処理・最終処分～ 

＜水銀回収すべき廃棄物＞ 

○ 水銀回収すべき水銀含有廃棄物を市町村等や事業者に周知し、環境中に水銀が

飛散・流出しない適正な処分を確実に行うよう指導する。 

  例）・ 市町村等や事業者に対して、水銀血圧計や水銀体温計等の水銀を多く含

む製品だけでなく、水銀を微量に含む蛍光ランプやボタン電池等について

も、適正に水銀を回収処理するよう指導する。 

 

＜適正な保管＞ 

○ 国が基準を設定するまでの間も、水銀含有廃棄物から水銀が環境中に飛散・流

出しないよう指導等を行う。 

 

＜適正な中間処理＞ 

○ 水銀が環境中に飛散・流出しないよう、中間処理施設の指導等を行う。 

   例）・ 中間処理の基準について、国が設置している中央環境審議会等の検討 

状況を見極めつつ、指導要綱等について検討する。 

○ 水銀含有廃棄物の選別処理施設等から水銀の回収処理施設までの経済的で効率

的な輸送方法の検討を行う。 

 

＜事業者の育成＞ 
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○ 処理事業者が行う処理技術の開発や施設整備の支援について検討する。 

 

＜回収された水銀の管理＞ 

○ 熊本市と連携し、水俣条約が発効するまでの間も、回収された水銀が世界で新

たな水銀被害を生むことがないよう、県内で排出される水銀含有廃棄物から取り

出される水銀見込量と同等量の水銀を、責任を持って管理する。 

 

＜適正な最終処分＞ 

○ 水銀含有廃棄物が適正に最終処分されるよう、国と連携して処分事業者への周

知、指導を行い、さらに、国が基準を設定するまでの間も、水銀を回収しないま

ま水銀含有廃棄物が最終処分場に埋め立てられないよう指導する。 

 

 

（４）その他 

○ 国に対し、廃棄物焼却施設から排出される排ガスについて、水銀の排出基準と

測定方法を定めるよう要望するとともに、必要に応じて、水銀排出の有無の調査

について検討する。 
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６ 国への政策提案   ＜『４「水銀フリー社会」の実現に向けた提言』の一部再掲＞ 

（１）水銀含有製品の製造等について 

  ～代替製品や水銀使用量が少ない製品への転換促進～ 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、引き続き、代替製品の販売

促進を働きかけ、代替製品がない場合は、代替製品や水銀使用量が少ない製品の

開発を行うよう働きかける。 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、製品中の水銀の有無及びそ

の量を明記し、水銀含有製品の廃棄方法について表示を行うよう働きかける。 

 

 

（２）水銀含有廃棄物の分別・収集・運搬について 

  ～水銀含有廃棄物の適正かつ効率的な分別・収集・運搬～ 

＜家庭及び事業所からの排出＞ 

○ 水銀含有製品の一覧及び製品ごとの廃棄方法を明示する。 

○ 効率的な収集・運搬事例について情報収集に努め、広く情報発信する。 

○ 製造事業者、輸入事業者及び販売事業者に対して、水銀含有廃棄物の自主回収

の強化・構築を求める。 

 

 

（３）水銀含有廃棄物の保管・中間処理・最終処分について 

  ～適正な保管・中間処理・最終処分～ 

＜水銀回収すべき廃棄物＞ 

○ 水銀回収を義務付ける廃棄物を明確にする。 

○ 水銀を微量に含む蛍光ランプやボタン電池等についても、水銀回収を義務付け

る。 

 

＜適正な保管＞ 

○ 水銀含有廃棄物や回収された水銀が環境上適正に保管されるよう、必要な基準

を定める。 

 

＜適正な中間処理＞ 

○ 水銀含有廃棄物の中間処理の過程において、環境中に水銀を飛散・流出させな 

い処分基準や中間処理施設の構造基準等を明確に定める。 

 

  ＜事業者の育成＞ 

○ 水銀を回収処理している事業者の実態を把握し、環境中に水銀が飛散・流出し

ない適正な処分を行う事業者を育成するため技術的・財政的な支援を積極的に行

う。 
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＜適正な最終処分＞ 

○ 水銀の最終処分のあり方について、最終処分場の埋立基準を検討するとともに、

永久保管が可能か検討する。 

○ 「水銀含有廃棄物を埋立処分する場合は、適正に中間処理した上で埋立処分す

べきこと」及び「他の廃棄物との接触等により環境中に水銀が飛散・流出しない

よう必要な措置を講ずべきこと」を定める。 

 

 

（４）その他 

＜体制の整備等＞ 

○ 水銀含有廃棄物の分別、収集、運搬、保管、中間処理及び埋立処分について、

速やかに必要な法整備、基準の策定等を行い、早期に水俣条約を締結する。 

○ 水銀含有廃棄物の分別、収集、運搬、保管、中間処理及び埋立処分について、

自治体等に対し必要な技術的・財政的な支援を行う。 

 

＜その他＞ 

○ 水銀含有廃棄物の処理に関して、関係者が不安を抱かないよう、検討の状況を

広報するとともに、今後のスケジュールを明確にする。 

○ 廃棄物焼却施設から排出される排ガスについて、水銀の排出基準と測定方法を

定める。 
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７ おわりに 

本検討会は、平成25年（2013年）10月に熊本市及び水俣市において開催された「水銀

に関する水俣条約外交会議」の開会記念式典において、蒲島郁夫熊本県知事が水銀に頼

らない社会の実現を目指す「水銀フリー熊本宣言」を行ったことを受け、水銀フリー社

会の実現に向けた熊本県の率先行動の方向性を示すべく、平成26年（2014年）6月4日に

設置されたものである。 

計4回の検討会を開催する中で、国、熊本県、県内市町村、事業者及び県民が、それぞ

れの立場で水銀フリー社会の実現に向けて取り組むべき事項について検討を重ねてきた。

その間、国の中央環境審議会の関係部会においても、水俣条約を踏まえた水銀対策が検

討され、その内容にも留意しながら議論を進めてきた。 

本検討会での議論の内容は、熊本県の来年度の施策に反映させるため、また、前述の

中央環境審議会の関係部会の議論にも反映していただくため、平成26年（2014年）11月

13日に知事に対して「中間とりまとめ」として報告し、熊本県から、国に対して施策提

案していただいた。 

本提言書は、今後、国が整備する法制度に関係する内容も含まれるが、早期に水銀フ

リー社会を実現するため、法制度の整備前であっても、いち早く取り組んでいくことが

重要であることを示しており、熊本県には取組可能な事項から積極的に取り組まれるこ

とを期待してとりまとめた。 

最後に、「公害の原点」とも言われる水俣病を経験した熊本県には、水銀フリー社会

の実現に向けて貢献する責務があると考える。熊本県が挑戦的に取り組むことで、その

取組が全国から世界へと広がり、真の水銀フリー社会が実現していくことを切望し、本

提言書の結びとしたい。 

 

           水銀の使用削減及び水銀廃棄物の回収・処理に関する検討会 

                              会長 石橋 康弘 
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